




































































法 545 条 1 項），また，解除権の行使は損害賠償の請求を妨げないことが定








 1） 我妻栄『民法講義Ⅴ 1　債権各論　上巻』（岩波書店，1954 年）191 頁，谷口知
平・五十嵐清編『新版注釈民法（13）』（有斐閣，1996 年）870 頁，鈴木禄弥『債
権法講義（四訂版）』（創文社，2001 年）160 頁，北村実「解除の効果―545 条を
めぐって―」星野英一編集代表『民法講座 第 5 巻 契約』（有斐閣，1985 年）113
頁，近江幸治『民法講義Ⅴ（第 3 版）』91 頁（成文堂，2006 年）等参照。最近の
体系書は，伝統的な解除学説に対して批判的な見解が多い。内田貴『民法Ⅱ 債権
各論（第 3 版）』（東京大学出版会，2011 年）102 頁，大村敦志『基本民法Ⅱ 債権
各論（第 2 版）』（有斐閣，2005 年）62 頁，山本敬三『民法講義Ⅳ -1 契約』（有斐
























 2） 大判大正 6 年 10 月 27 日民録 23 輯 1867 頁
 3） 体系書等において，一般的に，売買契約について，大判大正 6 年 12 月 27 日民
録 23 輯 2262 頁，贈与契約について，大判大正 8 年 4 月 7 日民録 25 輯 558 頁，債
権譲渡について，大判明治 45 年 1 月 25 日民録 18 輯 25 頁が挙げられる。



























  また，平井・前掲書（註 1）240 頁は，「直接効果説に対する近時の批判は，適
切だと考えるべきである。しかし，だからといって間接効果説または折衷説を採
るべきだという結論にはならない。」と述べる。

















































であると説明される（大判明治 42 年 5 月 14 日民録 15 輯 490 頁）。
　このように，民法 545 条 1 項ただし書の「第三者」の範囲について議論す















































































































































































































10） LUG: Gesetz betreffend das Urheberrecht an Werken der Literatur und 
Tonkunst vom 19. Juni 1901（RGBl. S. 227）.
11） ドイツ出版権法について，拙稿「著作者契約法の理論― 契約法理論による著















































れていた（旧 85 条 1 項柱書）。ただし，出版権の存続期間中に，すでに複製
権者に対して印税その他の対価が支払いずみである場合は，頒布することが







京地判昭和 59 年 3 月 23 日〔SF 小説「太陽風交点」事件〕無体集 16 巻 1 号 177
頁，東京地判昭和 62 年 1 月 30 日〔動物図鑑挿絵事件〕判時 1220 号 127 頁等）。
16）　 著作権法旧 85 条（出版権の消滅後における複製物の頒布）― 平成 11（1999）
年改正により削除された。







 　 2 　前項の規定に違反して同項の複製物を頒布した者は，第 21 条又は第 80 条
第 1 項の複製を行なったものとみなす。

























19） 一般社団法人日本書籍出版協会「出版契約書（一般用）」（ヒナ型 2005 年版）
 　第 25 条（契約の解除）甲または乙は，相手方がこの契約の条項に違反したとき
は，相当の期間を定めて書面により契約の履行を催告のうえ，この契約の全部ま
たは一部を解除することができる。






lG 31 条 2 項）。
　他方，出版者により，契約にしたがった著作物の複製または頒布がなされ
ない場合，作成者は，自己の利益のために，出版契約を解除することができ
る（VerlG 32 条による VerlG　30 条の準用）。さらに，契約締結の際には予
見できなかったが，その後，作成者の適切な状況認識と判断により，著作物
の発行を取りやめる事情が生じた場合，作成者は，複製の開始までに出版契






（VerlG 36 条 1 項，ドイツ破産法 103 条の準用），破産手続開始時に，複製
がまだ行なわれていなかった場合，作成者は，契約を解除することができる









留保を推定する著作権法 61 条 2 項の適用の是非が争われたケースがある23）。
22） ドイツの出版権法については，拙稿（註 11）参照。









後 X は，ソフトウェアの開発費用をめぐる契約上のトラブルから，Y との
契約を解除し，解除により本件プログラムの著作権は X に復帰したと主張
して，本件プログラムの複製，翻案の差止めを請求した24）。
　これについて知財高判平成 18 年 8 月 31 日は，「F3 契約において，本件プ
ログラムの翻案権の帰属は，明文で定められているものではないが，X と Y
間には，上記翻案権が Y に帰属するものであるという合意が存在し，X が
開発する本件プログラムの著作権は，翻案権を含め，Y に譲渡されたものと










24） 東京地判平成 17 年 3 月 23 日判時 1894 号 134 頁。原審は，本件プログラムの著
作権は，翻案権も含めて Y に譲渡されたと解するのが相当であり，著作権法 61 条
2 項の推定は，本件事案には及ばず，F3 契約により，本件プログラムの著作権は











のであるし，開発の受託者である X も，委託者である Y から指示されて Y















品（DVD 商品）を製作し，日本法人 A との間で販売契約を締結した。これ
により，X は A に対し，日本国内において本件商品を独占的に頒布するこ
25） 東京地判平成 24 年 7 月 11 日〔韓国テレビ番組 DVD 輸入事件〕判時 2175 号 98
頁，判タ 1388 号 334 頁
著作権契約の解除の効果に関する一考察（三浦）　21
と，および A が映像・音楽ソフトの制作・販売業者である被告 Y に対して
独占的頒布の再許諾をすることを許諾した。Y は，A との間で本件商品の
頒布契約を締結し，日本国内での頒布について独占的許諾を得た。
　その後，X は A に対し，残代金未払いを理由として本件販売契約を解除
する旨の意思表示を書面で行なうと同時に，同一内容の書面を Y にも参照
送付したが，その後も Y が本件商品の販売を継続したため，Y に対し，頒
布権にもとづき本件商品の販売・頒布の差止め，および損害賠償等を請求し
た。




ないと解されているところ（最高裁判所平成 14 年 4 月 25 日第一小法廷判
決・民集 56 巻 4 号 808 頁），本件において，X から A に対する本件販売契
約が債務不履行により有効に解除されたことは前記のとおりであるから，適
法な第一譲渡があったとはいえず，本件において消尽を論ずる余地はない。」
「Y は，解除前に A から頒布許諾を受けていたものではあるが，X から A
に対する頒布許諾と，A から Y に対する頒布許諾とは別個の債権的な法律
関係であるから，Y が解除された本件販売契約の目的物につき新たな権利関
係を取得した者ということはできず，また Y の権利は対抗力を備えたもの
でもないから，いずれにせよ Y が民法 545 条 1 項ただし書にいう『第三者』
として保護される余地はない」。「したがって，Y は，本件解除により A が
頒布権原を失ったことにより，A からの利用許諾に基づく頒布権原を X に











売契約において，A が本件商品を Y に独占的に頒布することについて許諾
をしていたのであるから，著作権者保護の観点からしても，A の債務不履











































































現れた場合，譲渡権は消尽しないものとされる（著作権法 113 条の 2）。し
27） 内田・前掲書（註 1）108 頁。








DVD 販売契約に関する東京地判平成 24 年 7 月 11 日〔韓国テレビ番組











の通説・判例の立場に立ち30），民法 545 条 1 項ただし書における「第三者」
とは，「解除前において契約の目的物につき別個の新たな権利関係を取得し
た者であって，対抗要件を備えた者」であると理解する31）。前述の東京地判
29） 東京地判平成 24 年 7 月 11 日〔韓国テレビ番組 DVD 輸入事件〕判時 2175 号 98
頁，判タ 1388 号 334 頁
30） 民法 545 条 1 項ただし書における「第三者」の例として，不動産賃貸借に関す
る判例が挙げられる（判例時報コメント・判時 2175 号 99 頁）。賃貸借契約の合意
解除は適法な転借人に対抗できないが（最判昭和 38 年 2 月 21 日民集 17 巻 1 号
219 頁），債務不履行解除の場合には，適法な転借人にも対抗できる（最判昭和 36
年 12 月 21 日民集 15 巻 12 号 3243 頁）。その場合，転借人は民法 545 条 1 項ただ
し書における「第三者」として保護されない。
31） 大判明治 42 年 5 月 14 日民録 15 輯 490 頁など。
26
平成 24 年 7 月 11 日〔韓国テレビ番組 DVD 輸入事件〕は，このような民法
における一般的な契約法理論を，著作権契約に準用して，「X から A に対す
る頒布許諾と，A から Y に対する頒布許諾とは別個の債権的な法律関係で
あるから，Y が解除された本件販売契約の目的物につき新たな権利関係を取
得した者ということはできず，また Y の権利は対抗力を備えたものでもな











































ドイツ出版権法（Gesetz über das Verlagsrecht vom 19. Juni 1901（RGBl. 217））：

















































　　第 17 条，第 30 条，第 35 条および第 36 条に規定されている解除権については，
解除権について適用される民法第 346 条ないし第 351 条の規定が準用される。
第 38 条［契約の部分的な維持］
⑴　著作物の全体または一部が引渡された後に，出版契約を解除する意思表示がな
された場合，契約が部分的に維持されるかどうかは，そのときの状況しだいであ
る。法律による解除か，または契約の留保による解除かどうかを区別する理由は
ない。
⑵　疑わしい場合，契約が，出版者が処分しえない既存の印刷本，著作物の以前の
区分または旧版を対象とするかぎり，その契約は維持される。
⑶　契約が維持されるかぎり，作成者は，報酬の一部を要求することができる。
⑷　この規定は，契約が他の方法で解除される場合にも適用される。
